
令和４年3月

内閣官房 小型無人機等対策推進室

参事官 小熊 弘明

レベル４飛行の実現、さらにその先へ

Administrator
スタンプ



我が国におけるドローンのはじまり

平成27年4月22日
首相官邸無人機落下事件

平成27年4月24日
小型無人機に関する関係府省庁連絡会議

翌年の通常国会で「小型無人機等飛行禁止法」が成立

国の重要施設（官邸、国会、防衛施設、原発等）におけるドローンの飛行を禁止

違法ドローンに対しては即時に飛行妨害等で対応
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急速に拡大するドローンのサービス市場

空撮

農業

インフラ点検・測量

（出典：インプレス総合研究所「ドローンビジネス調査報告書2021」をベースに一部修正を加えた）
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約30倍
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ドローンの性能向上は目覚ましく、農業分野や空撮分野においては既に定着。
今後、インフラ点検、物流にも活用が拡大することが期待。

空撮 空撮

その他

物流

警備

インフラ点検等

インフラ点検等

農業
農業

農業
農業

3,388

1,784

インフラ点検等

警備

警備

2



操縦 自動・自律

目視内 目視外（補助者なし）

無人地帯

（離島や山間部等）

有人地帯

目視内での
操縦飛行

目視内飛行
（自動/自律飛行）

無人地帯における目視外飛行

空撮

レベル１

橋梁点検

レベル２

農薬散布

レベル３
例）日本郵便（株）が福島
県において、郵便局間の
輸送を実施。

有人地帯における目視外飛行

（目視外補助者ありも含む）

現行、飛行を認めていない

レベル４

例）第三者上空を飛行しての荷物輸送等

飛行可能となるよう航空法改正
（2022年12月までに施行）

ドローンの飛行レベルについて
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成長戦略実行計画等におけるドローンの位置づけ

成長戦略実行計画（抄）（令和３年６月１８日閣議決定）

第13章 重要分野における取組
８．個別分野の制度改革
（３）ドローン等の制度整備
少子高齢化、過疎化、担い手不足など我が国が抱える諸課題の克服に向け、来年度中にドローンの有人地帯での目視外飛行を可能とするため、
機体の安全性を認証する制度や操縦者の技能を証明する制度等の詳細な制度設計を進める。

経済財政運営と改革の基本方針2021の大きな方向性の下、成長戦略会議における有識者の意見及び提言等を踏まえ、主な施
策項目について、取りまとめたもの。

【工程表】
「ドローン社会実装」や「技術開発の推進」などを位置づけ。
詳細な取組やスケジュールを工程表に取りまとめたもの。

成長戦略フォローアップ（抄）（令和３年６月１８日閣議決定）

１２．重要分野における取組
（８）個別分野の制度改革
iii）ドローン等の制度整備

（ドローンの社会実装）
少子高齢化、過疎化、担い手不足など我が国が抱える諸課題の克服に向
け、2022年度中にドローンの有人地帯での目視外飛行（レベル４）を可能と
する制度を実現する。その際、円滑な制度運用に必要な体制やシステムの
整備等を行う。また、ドローンのより効率的な飛行に向けた運航管理の在り
方を検討する。これらの取組と併せて、物流、災害対応、インフラ・プラント
の維持点検等の分野での実用化・普及により、日々の暮らしがより安全・
安心で、快適・便利なものになったと実感できるようにする。さらに、ドロー
ンが我が国の未来を支える重要な分野であるとの認識の下、戦略的自律
性・不可欠性の観点も含め、要素技術の開発、機体の性能評価手法の開
発・国際標準化など、技術的な面からも産業育成を図っていく。

等
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新しい資本主義実現会議 緊急提言（抄）（令和３年11月８日会議決定） 議長：内閣総理大臣

本緊急提言は、早速、実行すべきものは実行に移し、新しい資本主義を起動するため、当面、岸田内閣が最優先で取り組むべき
施策を整理するもの

Ⅱ．成長戦略
３．地方を活性化し、世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」の起動
（１）テレワーク・ドローン宅配・自動配送などデジタルの地方からの実装
物流や保安、防災など様々な分野においてドローンを活用できる環境を整備する。具体的には、機体の安全性を認証
する制度や操縦者の技能を証明する制度等の詳細な制度設計を進め、来年度中にドローンの有人地帯での目視外飛行
（レベル４）を可能とする。

新しい資本主義実現会議等におけるドローンの位置づけ

新たな経済対策（抄）（令和３年11月19日閣議決定）

第３章
Ⅲ.未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動
１．成長戦略
（２）地方を活性化し、世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」
①テレワーク、ドローン宅配、自動配送、自動運転などデジタルの地方からの実装
地方からデジタルの実装を進め、新たな変革の波を起こし、地方と都市の差を縮めていく。このため、
ローカル５Ｇ、データセンター等、デジタルインフラの整備を進めるとともに、自動配送について、関連
法案を提出する。また、デジタルを活用した、意欲ある地域による自主的な取組を応援するための交付金
を大規模に展開し、テレワーク、ドローン宅配、自動運転等の更なる推進を図り、デジタルイノベーショ
ンを地方から実装する。加えて、魅力的なまちづくりを推進し、地方が抱える課題の解決を図るほか、国
家戦略特別区域を活用したスーパーシティ構想の早期実現を図る。さらに、誰一人取り残さず、全ての国
民がデジタル化のメリットを享受できるよう、デジタル活用に対する不安の解消に向けて、デジタル推進
委員を全国に展開するなど、デジタルデバイド対策を推進する。 5



「空の産業革命に向けたロードマップ2021」について

まずは離島・山間部でレベル4を実現し、その後、人口密度の高い地域、多数機同時運航へと発展

2015年に設置した官民協議会において、毎年、無人航空機に関する政府の取組を工程表としてとりまとめた
「空の産業革命に向けたロードマップ」を議論し、公表。

【過去一年間の環境変化とその対応】
・改正航空法の成立（令和３年６月11日公布） ⇒ 機体認証、技能証明等によるレベル４の実現
・NEDOによる技術開発の進展 ⇒ リモートIDの技術規格の策定等
・実証実験を通じた課題の解消 ⇒ 医薬品配送(薬機法)、上空通過の取扱い（民法、道交法等）

新たな取り組み

航空機、空飛ぶクルマも含めた一体的な“空”モビリティ施策への発展・強化

「環境整備」 ・機体認証と操縦ライセンス導入に向けた詳細スケジュールを提示
・第一種機体については、基準検討段階からメーカー等と情報共有し、速やかに実用化
・上空における通信の確保について今後検討

「技術開発」 ・将来の「複数事業者による多数機同時運航」の実現に向けた技術開発。
・機体認証の取得容易化のための試験方法の開発や産業規格化

「社会実装」 ・物流については、実証実験の段階から事業採算性の確保を前提とした実用化
・防災・災害対応については、先進的な取組を全国に横展開し、防災対策における位置づけを確立
・自治体の連携強化に向けた取組の強化（情報共有プラットフォーム・ドローンサミット）

１．背景・経緯

（これまでのロードマップ）
・2018年度 無人地帯での補助者なし目視外飛行（レベル３）の実現
・2019年度 有人地帯での補助者なし目視外飛行（レベル４）を２０２２年度目途に実現する旨目標設定
・2020年度 「環境整備」（法整備）、「技術開発」に加え、「社会実装」を新たな柱に追加（全国で物流等の実証実験を実施）

２．ロードマップ2021について

当面

将来
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防災・災害対応

試験手法等

福島ロボットテストフィールド

具体的用途に応じたドローンの技術開発

上空における通信の確保

2021 2022 2023～ （年度）

所有者情報の把握

機体の安全性確保

操縦者等の技能確保

運航管理に関するルール

法制度等の整備

自動自律飛行技術の開発及び安全性 評価手法の技術検証

リモートID

UTMS

運航の省人化

政府調達市場等への導入

第一種機体認証に即した試験手法開発、 産業規格化第二種機体認証に即した試験手法開発、産業規格化

レベル4の実現、さらにその先へ空の産業革命に向けたロードマップ2021
2021年6月28日
小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会

法
制
度
の
整
備

物流

ガイドライン策定

シ
ス
テ
ム

ドローン情報基盤システム

【DIPS】

実証実験の充実（実施地域増加、配送品目の多様化）
目的：事業採算性確保に向けた課題整理（生活物資・宅配貨物・

医薬品・農産物等）

（被災状況把握・救援物資）

社
会
実
装

離島や山間
部等において

レベル４飛行
実現

運航管理要件の具体化

制度施行

運航者等への周知・準備

離島・山間部における対応方策の検討

ICAO、ISO等を通じた国際調和等の推進

メーカー等への周知・準備

受付開始

操縦者等への周知・準備

受付開始

登録機能の開発・整備 運用開始 民間サービスを活用した
ワンストップ化の推進順次運用開始

検査機関の要件の具体化

航空法改正

安全基準の具体化

申請準備

講習機関等の要件の具体化

技能要件の具体化

申請準備

より人口密度の
高い地域、

より多くの機体
の同時飛行

取組の推進

安全安心ドローンの開発

ユースケース検討・課題分析

レベル４運航支援（機体認証取得、飛行許可取得、実証運航（南相馬-浪江間の約13km) )

実証 国内外での活用等の促進

技術検証

航空機・空飛ぶクルマとの調和に向けた 運航管理技術の高度化・全国での地域実証を通じた技術・制度課題の分析・改善

・運航形態に応じた導入範囲や運用体制等の整理

次期システムの基本設計 開発・整備

ネットワーク型

ブロードキャスト型
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離島や山間
部等において

レベル４飛行
実現

先進的取組の自治体間情報共有 地域の防災体制等への反映 実施地域の拡大

事前登録期間ユーザー・メーカー・販売店等への周知・準備

国内外での活用等の促進

機
体

運
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技術規格の策定 メーカー等への周知 実装
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各種支援制度を活用した実証実験一覧

8

制度名

過疎地域等における無人
航空機を活用した物流実
用化事業
（環境省連携事業）

スマート
アイランド
推進実証調査

地方創生推進交
付金
「Society5.0タ
イプ」

沖縄離島
活性化推進
事業費補助金

ロボット・ドローン
が活躍する省エネル
ギー社会の実現プロ
ジェクト【地域実
証】

概要

過疎地域の物流網維持、防災・減
災等の社会課題と脱炭素化の同時
解決を図る先進的な取組に対する
補助を行う事業

ICTや再生可能
エネルギーなどの新技
術を導入し、各離島地
域の課題解決を図るた
めの実証調査を実施

Society5.0の実現に向
けた技術を活用する、
地方版総合戦略に基づ
く地方公共団体の自主
的・主体的かつ先導的
な事業を支援

沖縄離島における
持続可能な社会の
形成を目的とする
事業を支援

レベル4の実現に向けた運航
管理技術と運航管理システ
ムを用いた持続可能なビジ
ネスモデル確立のための多
様な地域での実証を実施

補助
率等

計画策定費の一部に対する補助金
【上限5百万円】
機材等導入費の一部に対する補助
金【上限1/2】

自治体等が実施する調
査事業費を国が負担
【上限20百万円】

5年後の実装を目指し
全国的なモデルとなる
取組を支援する交付金
【補助率1/2、上限3億
円】

事業費の一部
に対する補助金
【上限8/10】

運航管理システム等との接
続、実証実施に必要と認め
られた労務費、経費等【委
託】

実施
自治体

【17地域：R3年度】
青森県三戸群五戸町、
宮城県黒川郡大郷町(2件)、
茨城県かすみがうら市及び美浦村、
千葉県千葉市及び神奈川県横浜市、
千葉県千葉市、山梨県小菅村
神奈川県小田原市、静岡県浜松市、
愛知県新城市及び豊川市、
和歌山県有田市、大分県杵築市、
熊本県南小国町、長崎県五島市、
佐賀県多久市、兵庫県猪名川町、
福井県敦賀市、永平寺町

【5地域：R2年度】
香川県三豊市、
長崎県新上五島町、五
島市、
熊本県上天草市、
大分県佐伯市

【4地域：R2年度】
岩手県、
埼玉県秩父市、
長野県伊那市、
愛知県豊川市

【1地域：R2年度】
沖縄県竹富町

【10地域：R3年度】
北海道稚内市、福島県南相馬
市、石川県白山市、岐阜県美
濃加茂市、
静岡県富士市、
高知県高岡郡四万十町、
長崎県対馬市、長崎県五島市、
大分県、宮崎県東臼杵郡美郷
町

所管
国土交通省総合政策局

物流政策課

国土交通省

国土政策局

離島振興課

内閣府

地方創生推進事務局

内閣府

沖縄担当部局

経済産業省製造産業局

産業機械課

次世代空モビリティ政策室



ドローン利活用に取り組む自治体の連携強化について

目的：実証実験により得られた知見、課題及び好事例の整理と情報共有

全国各地の取組をとりまとめることによる社会認知の向上

取組１ 取組２情報共有プラットフォーム ドローンサミット（仮称）

シンポジウム 商談会

 関係者間の情報共有、人的関係の構築
 地元住民の理解向上、全国への情報発信

国・自治体の関連施策を調査し、HPに掲載

 活用課題やプロセス、取組詳細を見える化
 各省庁とも連携し、活用事例を共有

年1回、国とドローンの社会実装に取り組む自治
体によるサミットを開催（全国持ち回り）

現地視察

分野別取組みとの連携

防災×テクノロジー官民連携プラットフォーム

農業用ドローンの普及拡大に向けた官民協議会 等

未来技術実装ミニシンポジウム、地方創生図鑑

過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会 9


